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１．内部管理責任者等資格研修（資格研修） 

 

  内部管理責任者等資格研修（資格研修）は、「会員の内部管理責任者等に関する規則」（以下

「本規則」という。）に基づき、内部管理責任者及び営業責任者が登録外務員に対する指導等を

職務とするとの観点から、同研修がその資格を付与するものとして位置付け、実践的な知識の

習得を目的としています。 

  平成 29年度の資格研修は、8月度を 8月 28日に東京地区において、9月度を 9月 2日に大阪

地区において下記の内容等により計 2回開催し、会員等 18社 40名が受講しました。 

 

平成 29年度 内部管理責任者等資格研修開催日程一覧 

開催日 地区 開催会場 受講社数／受講者数 

1 8月 28日（月） 東 京① ㈱東京商品取引所セミナールーム 15社／28名 

2 9月 2日（土） 大 阪① 大阪堂島商品取引所 6階大会議室 8社／12名 

3 11月 18日（土） 東 京② ㈱東京商品取引所セミナールーム  

4 2月 20日（火） 東 京③ ㈱東京商品取引所セミナールーム  

2地区 4回開催予定  18社／40名 

（注）網掛け部分はすでに開催済みです。 

 

内部管理責任者等資格研修の内容等 

内  容 担 当 

スケジュール説明、開会挨拶（5分） 事務局 

第一部 内部管理責任者制度における内部管理責任者及び

営業責任者の役割について（40分） 

事務局（研修登録担当） 

第二部 内部統制システムの検証及び改善について 

（90分） 

川戸淳一郎法律事務所 

弁護士 川戸淳一郎 氏 

効果測定／レポート作成（30分） 事務局 

 

 

２．内部管理総括責任者等研修（総括責任者等研修） 

 

  内部管理総括責任者等研修（総括責任者等研修）は、本規則第 13条第 1項に基づき、事業年

度ごとに内部管理総括責任者に対して受講が義務付けられており、その目的は、内部管理総括

責任者の職務が内部管理責任者及び営業責任者を総括・管理するとの観点から、リスク・マネ

ジメントを含めた実践的な知識の習得としています。 

本会が、平成 27年 11月 25日制定（平成 28年 7月 1日施行）の規則に基づいて行っており

ます内部管理責任者制度に関する研修の実施状況について、以下のとおりまとめました。 
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  また、同研修は、本規則第 13 条第 2 項に規定する会員の内部管理責任者及び営業責任者が、

同条第 1 項に規定する社内研修の受講に代えて同研修を受講することができることとしていま

す。 

  平成 29 年度の総括責任者等研修は、下記の内容等により第 1 回を 9 月 20 日に開催し、内部

管理総括責任者 32名（うち代理出席 5名）、本規則第 13条第 2項に規定する会員の内部管理責

任者及び営業責任者 12社 25名が受講しました。 

なお、第 2回は 11月 11日（土）に開催を予定しており、受講対象者は 9月又は 11月開催の

いずれかの研修を受講することが義務付けられております。 

 

平成 29年度 内部管理総括責任者等研修 

開催日 地区 開催会場 

1 9月 20日（水） 東 京① ㈱東京商品取引所セミナールーム 

2 11月 11日（土） 東 京② ㈱東京商品取引所セミナールーム 

1地区 2回開催予定  

（注）網掛け部分はすでに開催済みです。 

 

内部管理総括責任者等研修の内容等 

内 容 担 当 

スケジュール説明、開会挨拶（5分） 事務局 

第一部 内部管理責任者制度における内部管理総括責任者

の役割について（30分） 

事務局（研修登録担当） 

第二部 金融商品トラブルの実態と内部管理総括責任者等

の防止策の実践的な取組み―判例から見た実際―

（90分） 

中央大学法科大学院教授・ 

弁護士 升田 純 氏 

「アンケート」実施（10分） 事務局 

 

文責：大井 
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１．趣旨 

平成 28 年 7 月から東京商品取引所において金地金等を対象とした現物取引（以下「取引所現

物取引」という。）が開始されたことに伴い、「適合性の原則」について、取引所現物取引にお

ける商品先物取引業者（以下「商先業者」という。）の確認事項等の明確化を行うものです。 

また、商先業者が自身の業務を自ら点検することを促すため、法令違反等に関する自主的な

報告への対応について明確化するものです。 

 

２．改正の概要 

(1) 取引所現物取引における確認事項等について 

取引所現物取引については、約定後速やかに決済が行われ、先物取引と異なり、約定後の

相場変動によって著しい損失が発生するおそれがないことから、次の点について規定するも

のです。 

① 取引所現物取引においては、顧客への確認事項のうち、投資可能資金額の確認を要しな

いこと。 

② 取引所現物取引においては、適合性の原則に照らし不適当と認められるおそれのある勧

誘の具体例のうち、以下については該当しないこと。 

・投資可能資金額を超える損失を発生させる可能性の高い取引に係る勧誘 

・デリバティブ取引の経験がない者に対する勧誘 

 

(2) 商品先物取引業者による自主的な報告への対応等 

商先業者が自ら法令違反等を発見し、これを自主的に主務省に報告した場合であって、是

正措置が講じられている場合には、任意のヒアリング等によるフォローアップを行う旨記載

するほか所要の改正を行うものです。 

 

文責：中曽根 

主務省（農林水産省及び経済産業省）の定める「商品先物取引業者等の監督の基本的な指

針」が、平成 29年 7月 14日付けで改正、施行されました。 

本会では、改正の趣旨、概要を以下のとおりまとめました。 

また、主務省では、改正案に関する意見の募集を平成 29 年 5 月 17 日から 6 月 15 日まで

行い、主務省に寄せられた意見と意見に対する主務省の考え方、新旧対照表を公表しており

ますので、併せて掲載します。 

http://www.meti.go.jp/policy/commerce/pdf/290714sakimono-shishin.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/commerce/pdf/290714sakimono-shishin.pdf


THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 
- 4 -



THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 
- 5 -



 

 
THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 6 -



 

g

 
THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 7 -



 

 
THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 8 -



 

 
THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 9 -



 

THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 10 - 

 

 

【概 要】 

平成 16 年の改正商品取引所法の国会審議において、4 月 14 日付けの衆議院経済産業委員会の

附帯決議で「商品取引員の受託業務の実態を毎年調査し、公表するよう努めること。」とされまし

た。 

これを受け、主務省では、我が国の健全な商品先物市場の育成を図る上で、委託者保護の徹底

及び市場の信頼性の向上が重要であるとの考えから、アンケート調査を通じて個人委託者を対象

とした商品取引の実態を調査・分析することとし、委託者保護の徹底及び市場の信頼性の向上に

資するため、その参考資料とするべく平成 18 年度から「商品先物取引に関する実態調査」を開始

しました。 

平成 23 年度からは、平成 23 年 1 月 1 日に施行された商品先物取引法を踏まえて、国内商品市

場取引に関しては不招請勧誘規制の対象である通常取引と対象外である損失限定取引の委託者に

加え、外国商品市場取引の委託者と店頭商品デリバティブ取引の相手方を対象として調査が行わ

れています。 

 

上記の調査は平成 28 年度調査で 11 回目となりますが、この会報では調査項目のうち、主な項

目を直近 5 年間分取りまとめました。ただし、注文方法別の調査は平成 25 年から行われているた

め、平成 25 年から 28 年の 4 年間分となります。 

 

 

平成 18 年度から平成 28 年度までの 11 回分の「商品先物取引に関する実態調査の結果につい

て」については、下記の主務省のホームページに掲載されております。 

 

○農林水産省ホームページの「商品先物取引関係資料」の「商品先物取引に関する実態調査の結

果について(毎年 1 回公表)」 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/syoutori/dealing/cftdata.html#research 

 

○経済産業省ホームページの「調査・統計」の「商品先物取引関する実態調査の結果について」 

http://www.meti.go.jp/policy/commerce/index.html 

主務省（農林水産省及び経済産業省）では、毎年、商品先物取引に関する委託者等の実態調

査を行い、報告書を公表しております。 

本会では、その実態調査の報告書をもとに以下の概要等をまとめ、さらに主要な項目につい

て 5年間分のデータを表にし分析を行いました。 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/syoutori/dealing/cftdata.html#research
http://www.meti.go.jp/policy/commerce/index.html
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【調査対象の顧客数及び業者数等】 

 顧  客 業  者 

調査対象 回収結果 有効回答率 調査対象 回収結果 

平成 24 年度 7,577 人 1,506 人 19.9％ 57 社 57 社(注) 

平成 25 年度 9,783 人 2,099 人 21.5％ 55 社 55 社(注) 

平成 26 年度 9,741 人 1,815 人 18.6％ 50 社 50 社(注) 

平成 27 年度 10,800 人 1,977 人 18.3％ 47 社 47 社(注) 

平成 28 年度 10,442 人 2,445 人 23.4％ 45 社 45 社(注) 

(注) 平成 24 年度は、57 社中 2 社が業務休止等との回答である。 

平成 25 年度は、55 社中 3 社が取引廃止との回答である。 

平成 26 年度は、50 社中 3 社が取引なしとの回答である。 

平成 27 年度は、47 社中 3 社が取引なしとの回答である。 

平成 28 年度は、45 社中 3 社が取引なしとの回答である。 

 

 

【平成 28 年度の調査項目別の調査対象数及び回答状況】 

 
１．調査対象者の抽出方法 

平成 28 年 12 月 1 日時点において口座を開設し、平成 28 年中（平成 28 年 1 月 1 日から 12

月 1 日までの間）に商品先物取引を行った委託者等のうち、個人を対象として以下の条件で調

査対象者を抽出しています。 

 

① 国内商品市場取引（損失限定取引）：全委託者 

② 外国商品市場取引        ：全委託者（①を除く） 

③ 店頭商品デリバティブ取引    ：コード番号の下一桁が「8」、「9」の者（①、②を除く） 

④ 国内商品市場取引（通常取引）  ：コード番号の下一桁が「0」、「1」、「2」、「3」の者（①

から③を除く） 

 

２．調査の時期 

委託者アンケート：平成 29 年 1 月 5 日～同年 1 月 23 日 

調 査 項 目 調査対象数 有効回答数 回答率 

国内商品市場取引（通常取引） 6,814 人 1,914 人 28.1％ 

国内商品市場取引（損失限定取引） 685 人 168 人 24.5％ 

外国商品市場取引 185 人 37 人 20.0％ 

店頭商品デリバティブ取引 2,758 人 326 人 11.8％ 
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【委託者調査の結果（主な項目を抜粋）】 

⑴ 年 齢 （※平成 28 年度「商品先物取引に関する委託者等の実態調査」報告書での該当ページは次の

とおりです。国内商品市場取引（通常取引）は P.11、国内商品市場取引（損失限定取引）

は P.67、外国商品市場取引は P.89、店頭商品デリバティブ取引は P.111。以下同じように

「通常」、「損失」、「外国」、「店頭」とした上でページ数を表記しています。） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 
29 歳 

以下 
30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 

80 歳 

以上 
不 明 

平成 24年 0.4 4.6 13.6 23.0 34.6 12.7 4.3 6.7 

平成 25年 0.4 4.8 13.6 22.5 31.9 18.5 3.8 4.4 

平成 26年 0.3 5.1 16.1 21.5 32.4 19.1 3.6 2.0 

平成 27年 0.4 3.9 12.9 23.7 33.2 19.8 4.2 1.8 

平成 28年 0.2 2.9 12.6 24.1 35.4 19.4 4.5 0.9 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 1.6 12.5 12.0 22.9 36.5 9.4 0.5 4.7 

平成 25年 0.6 9.6 19.2 24.3 35.6 10.2 0.0 0.6 

平成 26年 3.0 9.0 20.3 25.6 36.1 6.0 0.0 0.0 

平成 27年 0.0 13.7 25.8 19.4 36.3 4.8 0.0 0.0 

平成 28年 0.6 6.9 25.6 25.0 33.3 6.0 0.0 3.6 

③外国商品市場取引 

平成 24年 0.0 12.5 37.5 20.8 25.0 0.0 0.0 4.2 

平成 25年 3.6 7.1 32.1 35.7 14.3 0.0 0.0 7.1 

平成 26年 3.0 15.2 33.3 33.3 3.0 6.1 3.0 3.0 

平成 27年 0.0 20.8 20.8 16.7 12.5 8.3 0.0 20.8 

平成 28年 0.0 16.2 29.7 37.8 16.2 0.0 0.0 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 8.8 28.6 24.5 19.3 10.8 1.9 0.0 6.1 

平成 25年 10.6 28.1 27.5 18.3 13.0 1.3 0.2 0.9 

平成 26年 6.4 22.7 30.2 21.7 13.1 4.1 0.2 1.7 

平成 27年 9.8 25.7 30.2 20.0 10.9 2.4 0.0 1.1 

平成 28年 5.8 23.6 34.4 20.6 14.1 1.5 0.0 0.0 

○ 国内商品市場取引（通常取引）は「60 歳代」が最も多く、「50 歳代」を合わせた年代が

主力となっている。 

○ 国内商品市場取引（損失限定取引）でも「60歳代」が最も多く「40歳代」と「50歳代」

を合わせた年代が主力となっている。 

○ 外国商品市場取引は「40歳代」と「50歳代」が主力となっている。 

○ 店頭商品デリバティブ取引は「40歳代」が最も多く、「30歳代」と「50歳代」を合わせ

た年代が主力となっている。 
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⑵ 年 収 （通常 P.12、損失 P.68、外国 P.90、店頭 P.112） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 

300 万

円未満 

500 万

円未満 

700 万

円未満 

800 万

円未満 

1 千万

円未満 

2 千万

円未満 

3 千万

円未満 

3 千万

円以上 

不 明 

平成 24年 22.3 25.6 18.3 13.7 9.9 0.6 1.1 8.4 

平成 25年 23.2 24.3 16.0 15.4 11.1 1.6 1.3 7.0 

平成 26年 22.6 25.6 16.3 14.5 11.3 3.5 1.6 4.6 

平成 27年 23.7 27.7 15.2 6.1 10.7 9.1 2.0 1.8 3.9 

平成 28年 25.3 25.9 15.2 6.0 10.1 11.3 2.4 1.1 2.7 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 14.1 19.8 20.3 17.2 17.7 3.1 1.6 6.3 

平成 25年 16.9 25.4 22.0 22.0 10.2 1.1 1.1 1.1 

平成 26年 15.0 26.3 19.5 21.8 12.0 3.0 1.5 0.8 

平成 27年 10.5 21.0 20.2 13.7 12.9 16.1 2.4 2.4 0.8 

平成 28年 18.5 20.2 12.5 10.1 12.5 14.3 1.8 1.8 8.3 

③外国商品市場取引 

平成 24年 16.7 25.0 33.3 16.7 0.0 0.0 4.2 4.2 

平成 25年 10.7 25.0 25.0 10.7 7.1 7.1 7.1 7.1 

平成 26年 21.2 24.2 12.1 12.1 18.2 3.0 6.1 3.0 

平成 27年 8.3 25.0 12.5 8.3 0.0 12.5 8.3 4.2 20.8 

平成 28年 5.4 21.6 21.6 5.4 21.6 18.9 5.4 0.0 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 29.9 26.2 16.2 11.2 7.4 0.8 0.5 7.6 

平成 25年 27.0 27.3 20.9 13.4 7.2 2.0 0.7 1.5 

平成 26年 29.8 27.3 16.2 12.0 7.7 2.4 1.3 3.3 

平成 27年 23.7 30.2 20.7 6.1 6.5 7.6 2.0 1.1 2.2 

平成 28年 20.6 25.2 22.4 6.1 11.3 9.2 3.1 1.2 0.9 

（注）平成 27年の調査で「700万円以上 1千万円未満」が「700万円以上 800万円未満」と「800万円以上

1千万円未満」に細分化されました。 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）、国内商品市場取引（損失限定取引）、外国商品市場取引、

店頭商品デリバティブ取引のいずれも、「300万円以上 500万円未満」を中心に 700万円未

満が過半を占めている。 
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⑶ 商品先物取引の経験期間（累積） （通常 P.18、損失 P.73、外国 P.94、店頭 P.118） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 

1 か月

未満 

3 か月

未満 

6 か月

未満 

1 年 

未満 

3 年 

未満 

5 年 

未満 

10 年 

未満 

10 年 

以上 
不明 

平成 24年 0.3 1.7 3.0 6.2 14.4 15.7 28.8 29.8 0.1 

平成 25年 0.5 1.6 4.2 5.0 13.6 13.8 26.4 34.8 0.1 

平成 26年 0.2 1.2 2.4 4.3 12.7 14.6 27.3 37.1 0.3 

平成 27年 0.1 1.7 2.2 4.8 12.7 12.5 24.3 41.4 0.3 

平成 28年 0.3 1.4 2.2 5.8 13.4 13.0 21.4 42.4 0.2 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 4.2 19.3 26.6 24.0 14.6 4.7 4.2 2.6 0.0 

平成 25年 2.3 16.9 15.8 25.4 26.6 6.8 2.3 3.4 0.6 

平成 26年 2.3 20.3 15.0 22.6 26.3 4.5 5.3 3.0 0.8 

平成 27年 4.0 22.6 13.7 18.5 29.8 6.5 2.4 1.6 0.8 

平成 28年 4.8 23.8 22.6 19.0 20.2 7.1 1.2 1.2 0.0 

③外国商品市場取引 

平成 24年 0.0 4.2 12.5 4.2 29.2 25.0 12.5 12.5 0.0 

平成 25年 3.6 0.0 3.6 14.3 25.0 17.9 21.4 14.3 0.0 

平成 26年 3.0 0.0 3.0 12.1 39.4 9.1 9.1 24.2 0.0 

平成 27年 4.2 4.2 4.2 12.5 25.0 8.3 12.5 29.2 0.0 

平成 28年 0.0 0.0 5.4 27.0 35.1 13.5 5.4 13.5 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 2.5 4.2 4.2 16.9 41.5 16.8 8.8 4.2 0.8 

平成 25年 3.3 3.5 6.4 11.0 36.7 19.3 11.6 7.0 1.3 

平成 26年 1.5 3.3 5.7 8.3 35.5 21.7 14.4 8.8 0.7 

平成 27年 2.6 5.0 5.4 16.1 32.8 14.8 13.9 8.3 1.1 

平成 28年 1.5 4.6 7.4 16.6 29.1 14.7 18.1 5.8 2.1 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）は、「10年以上」が増加し続けて 40％台に達している。 

○ 国内商品市場取引（損失限定取引）は、6か月未満が増加し続けて過半に達している。 

○ 外国商品市場取引と店頭商品デリバティブ取引は、「1年以上 3年未満」が中心となって

いる。 
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⑷ 現在の業者と取引をしているきっかけ （通常 P.26、損失 P.77、外国 P.99、店頭 P.127） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 

電
話
勧
誘 

訪
問
勧
誘 

文
書
の
送
付 

新
聞
等
の
広
告 

セ
ミ
ナ
ー
・
講
演

会
等 

友
人
・
知
人
に
勧

め
ら
れ
て 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
経
由 

自
分
か
ら
連
絡 

そ
の
他 

不 

明 

平成 24年 24.7 13.7 1.1 9.4 4.1 6.0 18.7 11.0 5.3 5.7 

平成 25年 23.9 12.9 1.4 4.8 3.9 7.6 22.2 12.7 3.7 6.9 

平成 26年 23.1 13.6 0.9 5.0 4.4 7.1 23.1 13.3 5.1 4.5 

平成 27年 24.2 14.4 1.0 4.7 4.5 7.5 21.7 12.9 3.9 5.1 

平成 28年 24.6 15.3 1.3 4.9 5.1 7.5 22.4 10.7 4.4 4.1 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 56.8 35.4 3.6 1.6 5.2 1.6 1.0 1.0 1.6 2.6 

平成 25年 58.8 26.0 1.1 0.0 4.5 4.0 1.1 1.7 1.1 1.7 

平成 26年 55.6 24.1 2.3 0.8 6.0 3.8 1.5 1.5 0.0 4.5 

平成 27年 53.2 37.9 0.8 0.0 1.6 0.8 0.0 0.8 1.6 3.2 

平成 28年 50.6 36.3 0.6 0.0 1.2 3.6 0.6 2.4 3.0 1.8 

③外国商品市場取引 

平成 24年 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 75.0 8.3 8.3 0.0 

平成 25年 3.6 0.0 3.6 0.0 0.0 0.0 64.3 14.3 7.1 7.1 

平成 26年 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 0.0 63.6 24.2 6.1 0.0 

平成 27年 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 66.7 20.8 4.2 0.0 

平成 28年 0.0 0.0 0.0 2.7 8.1 0.0 62.2 16.2 8.1 2.7 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 6.1 0.7 0.5 5.1 1.9 4.2 72.1 5.1 1.7 2.7 

平成 25年 5.9 0.6 0.2 2.8 0.4 5.7 71.6 7.7 1.8 3.5 

平成 26年 6.1 1.1 0.6 3.5 1.1 2.6 71.6 9.6 0.6 3.3 

平成 27年 2.2 1.3 0.2 3.3 1.7 3.3 73.9 8.0 2.0 4.1 

平成 28年 2.5 6.4 1.2 2.8 1.8 5.2 67.8 6.4 1.8 4.0 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）は、「電話勧誘」、「インターネット経由」が概ね 20％台

で推移している。 

○ 国内商品市場取引（損失限定取引）は、「電話勧誘」が 50％台で、次いで「訪問勧誘」

が多くなっている。 

○ 外国商品市場取引と店頭商品デリバティブ取引は、「インターネット経由」が 60％を超

えている。 
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⑷－2 国内商品市場取引（通常取引）を行った委託者の「現在の業者と取引をしているきっか

け」を注文方法別に分類 （通常P.26）                  （単位：％） 

 

電
話
勧
誘 

訪
問
勧
誘 

文
書
の
送
付 

新
聞
等
の
広
告 

セ
ミ
ナ
ー
・
講

演
会
等 

友
人
・
知
人
に

勧
め
ら
れ
て 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
経
由 

自
分
か
ら
連
絡 

そ
の
他 

不 

明 

平成 25年 23.9 12.9 1.4 4.8 3.9 7.6 22.2 12.7 3.7 6.9 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 35.0 19.1 2.4 4.9 5.6 6.8 3.2 12.1 4.5 6.5 

(ネットで注文) 9.9 5.1 0.4 4.2 1.9 8.8 48.5 13.1 2.8 5.3 

平成 26年 23.1 13.6 0.9 5.0 4.4 7.1 23.1 13.3 5.1 4.5 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 35.4 20.0 1.5 5.4 5.2 7.6 3.7 11.7 5.6 4.1 

(ネットで注文) 10.4 7.1 0.2 4.6 3.3 6.6 44.4 15.3 4.4 3.7 

平成 27年 24.2 14.4 1.0 4.7 4.5 7.5 21.7 12.9 3.9 5.1 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 35.6 22.0 1.4 5.2 5.2 7.7 1.1 13.3 4.0 4.4 

(ネットで注文) 11.1 5.5 0.7 4.3 3.8 7.3 46.6 13.1 3.5 4.3 

平成 28年 24.6 15.3 1.3 4.9 5.1 7.5 22.4 10.7 4.4 4.1 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 33.7 23.1 2.1 5.6 6.7 7.6 3.5 9.3 5.2 3.2 

(ネットで注文) 12.9 5.9 0.4 3.9 3.0 7.5 46.9 12.3 3.1 4.1 

（注）ネット以外とは、①自分から商品先物取引業者の店頭に行って注文した、②自分から商品先物取引

業者（外務員）に連絡して注文した、③商品先物取引業者（外務員）から連絡、訪問当を受けて注

文したもの。 

ネットとは、ネット取引により注文したもの。 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）について、取引の注文方法の別でみると次のような違い

がある。委託者の現在の業者と取引をしているきっかけについては、ネット以外で注文し

ている人の 35％前後は「電話勧誘」であり、ネットで注文している人の 45％前後は「イ

ンターネット経由」である。 

ネット以外で注文／ネットで注文 

・電話勧誘          35％前後 ／ 10％前後 

・訪問勧誘            20％前後 ／  6％前後 

・インターネット経由        2％前後 ／ 45％前後 

・自分から連絡        11％前後 ／ 14％前後 

・その他           32％前後 ／ 25％前後 
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⑸ 商品先物取引を始めるにあたっての仕組みの理解 

（通常 P.34、損失 P.80、外国 P.102、店頭 P.132） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 
十分理解した 

ある程度理解

した 

ほとんど理解

できなかった 

まったく理解

できなかった 
不 明 

平成 24年 27.2 64.9 5.9 0.4 1.6 

平成 25年 26.5 63.8 5.1 0.4 4.2 

平成 26年 27.4 64.6 5.1 0.5 2.4 

平成 27年 23.2 69.0 4.3 0.9 2.6 

平成 28年 27.1 64.7 5.9 0.5 1.7 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 19.8 70.3 4.7 1.0 4.2 

平成 25年 19.8 70.1 6.2 1.1 2.8 

平成 26年 21.8 68.4 7.5 0.0 2.3 

平成 27年 15.3 70.2 12.1 0.8 1.6 

平成 28年 13.7 75.6 10.1 0.6 0.0 

③外国商品市場取引 

平成 24年 25.0 66.7 0.0 0.0 8.3 

平成 25年 28.6 64.3 0.0 3.6 3.6 

平成 26年 51.1 45.5 3.0 0.0 0.0 

平成 27年 45.8 54.2 0.0 0.0 0.0 

平成 28年 32.4 59.5 8.1 0.0 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 33.3 57.5 4.9 1.4 2.9 

平成 25年 30.8 60.6 5.7 0.6 2.4 

平成 26年 30.2 62.6 4.4 0.9 1.8 

平成 27年 27.0 64.6 4.1 1.7 2.6 

平成 28年 24.2 60.7 11.7 0.9 2.5 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）、国内商品市場取引（損失限定取引）、外国商品市場取引、

店頭商品デリバティブ取引のいずれも、「十分理解した」と「ある程度理解した」の合計が

90％前後で推移している。 
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⑹ 満足度（商品先物取引を経験したことに満足しているか） 

（通常 P.65、損失 P.88、外国 P.110、店頭 P.159） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 
大いに満足 満 足 

どちらとも

いえない 
不 満 大いに不満 不 明 

平成 24年 7.6 26.2 39.8 9.4 13.7 3.3 

平成 25年 6.6 26.9 43.1 9.6 12.2 1.6 

平成 26年 7.3 30.7 41.0 9.4 9.5 2.2 

平成 27年 5.9 26.7 40.0 11.9 13.6 2.0 

平成 28年 6.5 30.6 41.0 9.7 11.2 1.0 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 3.1 29.7 40.6 14.6 10.4 1.6 

平成 25年 1.1 19.2 49.7 16.4 11.3 2.3 

平成 26年 0.8 19.5 54.1 11.3 9.8 4.5 

平成 27年 0.0 8.9 41.1 23.4 25.8 0.8 

平成 28年 1.8 11.9 50.6 16.1 18.5 1.2 

③外国商品市場取引 

平成 24年 45.8 25.0 16.7 12.5 0.0 0.0 

平成 25年 7.1 42.9 46.4 0.0 0.0 3.6 

平成 26年 30.3 24.2 30.3 6.1 6.1 3.0 

平成 27年 20.8 45.8 30.3 4.2 0.0 0.0 

平成 28年 18.9 40.5 35.1 2.7 2.7 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 23.4 41.3 25.7 4.2 3.7 1.7 

平成 25年 13.4 40.7 37.1 5.0 2.0 1.8 

平成 26年 11.6 41.6 37.0 4.6 4.6 0.6 

平成 27年 13.7 40.4 38.9 2.6 3.0 1.3 

平成 28年 11.7 40.8 39.0 4.0 3.1 1.5 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）は、「大いに満足」と「満足」の合計が 30％台であるの

に対し、「大いに不満」と「不満」の合計も 20％前後となっている。 

○ 国内商品市場取引（損失限定取引）は、「大いに不満」と「不満」の合計が他の取引に比

べて多くなっている。 

○ 外国商品市場取引、店頭商品デリバティブ取引では、「大いに満足」と「満足」の合計が

50％を超え、「大いに不満」と「不満」の合計は 10％前後で推移している。 
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⑹－2 国内商品市場取引（通常取引）を行った委託者の「満足度」を注文方法別に分類（通常 P.65） 

                               （単位：％） 

 大いに満足 満 足 
どちらとも

いえない 
不 満 大いに不満 不 明 

平成 25年 6.6 26.9 43.1 9.6 12.2 1.6 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 2.8 20.3 46.1 12.7 17.3 0.8 

(ネットで注文) 11.6 35.1 41.1 6.2 5.8 0.2 

平成 26年 7.3 30.7 41.0 9.4 9.5 2.2 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 3.9 23.5 45.0 14.1 12.6 0.9 

(ネットで注文) 10.8 39.4 38.4 4.6 5.6 1.2 

平成 27年 5.9 26.7 40.0 11.9 13.6 2.0 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 3.8 18.0 39.9 16.5 20.6 1.3 

(ネットで注文) 8.9 38.0 40.2 6.8 5.5 0.7 

平成 28年 6.5 30.6 41.0 9.7 11.2 1.0 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 3.4 23.4 46.0 11.4 15.4 0.4 

(ネットで注文) 10.5 40.0 35.5 7.6 6.3 0.1 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）について、取引の注文方法の別でみると次のような違い

がある。委託者の満足度については、ネット以外で注文している人の 30％前後は「不満」

又は「大いに不満」としており、ネットで注文している人の 50％前後は「大いに満足」又

は「満足」としている。 

ネット以外で注文／ネットで注文 

・大いに満足      3％前後 ／ 10％前後 

・満足         21％前後 ／ 40％前後 

・どちらともいえない  44％前後 ／ 39％前後 

・不満         14％前後 ／  6％前後 

・大いに不満      16％前後 ／  5％前後 
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⑺ 業者に対する評価（複数回答） （通常 P.39、損失 P.81、外国 P.104、店頭 P.137） 

①国内商品市場取引（通常取引）                      （単位：％） 

 

外

務

員

の

説

明
・
ア
ド
バ
イ
ス

が
不
十
分 

サ
ー
ビ
ス
・
情
報

提
供
が
不
十
分 

態
度
が
横
柄 

預
託
金
や
利
益

金
の
返
還
が
遅

い 担
当
外
務
員
と

連
絡
が
と
れ
な

い
こ
と
が
多
い 

特
に
不
満
は
な

い そ
の
他 

不 

明 

平成 24年 14.9 14.2 3.4 2.6 2.4 62.8 13.2 2.7 

平成 25年 13.0 13.2 2.8 1.3 1.9 66.0 10.5 3.6 

平成 26年 12.8 16.0 1.4 0.9 2.0 65.2 9.3 3.6 

平成 27年 16.4 17.3 2.2 1.5 1.5 62.7 9.5 3.4 

平成 28年 14.3 16.0 1.7 2.0 1.7 63.6 10.2 2.9 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 11.5 10.9 1.0 0.0 1.0 68.2 7.8 3.6 

平成 25年 18.6 19.8 1.7 1.1 3.4 59.3 11.3 4.5 

平成 26年 16.5 15.8 2.3 0.8 2.3 63.9 10.5 1.5 

平成 27年 27.4 21.0 4.8 3.2 4.8 43.5 16.1 3.2 

平成 28年 30.4 16.1 3.0 1.2 4.2 57.1 7.7 0.0 

③外国商品市場取引 

平成 24年 8.3 12.5 4.2 4.2 0.0 66.7 8.3 8.3 

平成 25年 3.6 7.1 0.0 0.0 0.0 60.7 25.0 3.6 

平成 26年 0.0 9.1 0.0 6.1 3.0 75.8 12.1 3.0 

平成 27年 0.0 20.8 4.2 0.0 0.0 62.5 20.8 0.0 

平成 28年 2.7 5.4 0.0 0.0 2.7 75.7 21.6 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 4.1 5.6 1.7 3.6 1.0 73.9 9.8 4.4 

平成 25年 2.6 8.8 1.7 2.2 1.3 73.0 7.9 5.1 

平成 26年 3.7 7.6 0.7 2.0 1.1 73.5 9.6 4.8 

平成 27年 3.3 9.3 1.1 2.4 1.1 72.2 9.1 6.7 

平成 28年 4.3 10.4 0.9 2.5 1.5 74.2 5.5 6.7 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）と外国商品市場取引は「特に不満がない」が 60％以上、

店頭商品デリバティブ取引は 70％以上で推移している。一方、国内商品市場取引（損失限

定取引）は「特に不満がない」が平成 27年に 43.5％まで減少したが、平成 28年は 57.1％

となっている。 

〇 不満の理由では、国内商品市場取引（通常取引）と国内商品市場取引（損失限定取引）

とも「外務員の説明・アドバイスが不十分」と「サービス・情報提供が不十分」が多くな

っている。 
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⑻ 取引継続の意向 （通常 P.66、損失 P.88、外国 P.110、店頭 P.160） 

①国内商品市場取引（通常取引）              （単位：％） 

 
継続したい 止めたい 

どちらともい

えない 
不 明 

平成 24年 54.9 16.3 24.6 4.1 

平成 25年 53.9 16.5 26.7 2.9 

平成 26年 59.2 12.9 25.4 2.4 

平成 27年 49.7 18.0 30.3 2.0 

平成 28年 58.4 13.9 26.4 1.4 

②国内商品市場取引（損失限定取引） 

平成 24年 31.8 26.0 40.6 1.6 

平成 25年 31.1 24.3 42.9 1.7 

平成 26年 30.1 19.5 47.4 3.0 

平成 27年 15.3 42.7 41.1 0.8 

平成 28年 20.8 33.3 45.2 0.6 

③外国商品市場取引 

平成 24年 79.2 8.3 12.5 0.0 

平成 25年 75.0 0.0 21.4 3.6 

平成 26年 63.6 15.2 18.2 3.0 

平成 27年 95.8 4.2 0.0 0.0 

平成 28年 78.4 2.7 18.9 0.0 

④店頭商品デリバティブ取引 

平成 24年 66.0 9.6 22.8 1.5 

平成 25年 64.2 8.1 25.9 1.8 

平成 26年 65.9 8.7 24.9 0.6 

平成 27年 65.7 7.8 24.3 2.2 

平成 28年 63.5 7.4 27.6 1.5 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）は「継続したい」が概ね 50％台、外国商品市場取引は「継

続したい」が概ね 70％以上、店頭商品デリバティブ取引は「継続したい」が 60％台で推移

している。一方、国内商品市場取引（損失限定取引）は「継続したい」が平成 27年が 15.3％、

平成 28年も 20.8％にとどまっている。 
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⑻－2 国内商品市場取引（通常取引）を行った委託者の「取引継続の意向」を注文方法別に分

類 （通常 P.66）                  （単位：％） 

 継続したい 止めたい 
どちらともい

えない 
不 明 

平成 25年 53.9 16.5 26.7 2.9 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 40.7 24.5 33.0 1.8 

(ネットで注文) 71.8 7.1 19.6 1.6 

平成 26年 59.2 12.9 25.4 2.4 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 47.6 19.1 31.7 1.7 

(ネットで注文) 73.4 5.4 20.3 1.0 

平成 27年 49.7 18.0 30.3 2.0 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 33.2 28.1 36.9 1.8 

(ネットで注文) 69.8 6.3 23.3 0.7 

平成 28年 58.4 13.9 26.4 1.4 

(ﾈｯﾄ以外で注文) 44.2 20.6 34.3 1.0 

(ネットで注文) 76.0 5.5 18.1 0.4 

 

○ 国内商品市場取引（通常取引）について、取引の注文方法の別でみると次のような違い

がある。委託者の取引継続の意向については、「継続したい」としている人の割合は、ネ

ット以外で注文している人で 40％前後、ネットで注文している人で 70％前後となってい

る。 

ネット以外で注文／ネットで注文 

・継続したい       40％前後 ／ 70％前後 

・どちらともいえない   34％前後 ／ 20％前後 

・止めたい       20％前後 ／  6％前後 

 

文責：登内 
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１．国内商品市場取引を行う商品先物取引業者（商先業者）の状況 

 

年度 

商先業者数 
国内市場

売買枚数 

国内市場

取組高 

国内市場

商先業者

売買枚数 

国内取引

を行う社

の外務員 

手数料 

収入 

国内取引

苦情・ 

紛争仲介

直接申出 

全体 
国内取
引社数 

（千枚） （千枚） （千枚） （人） （百万円） （件） 

H17年度 ― 86 215,489 1,514 182,145 12,055 223,839 385 

H18年度 ― 79 170,133 1,080 141,951 9,678 153,760 279 

H19年度 ― 70 142,141 661 114,494 6,926 113,659 286 

H20年度 ― 49 92,623 415 63,641 4,801 62,128 195 

H21年度 ― 37 68,518 447 44,990 3,511 48,420 100 

H22年度 53 33 63,570 393 44,654 2,788 44,236 55 

H23年度 59 33 65,818 394 50,662 2,409 46,222 66 

H24年度 56 32 56,227 391 47,185 2,314 43,174 48 

H25年度 51 32 48,377 265 43,571 2,308 34,370 40 

H26年度 49 31 46,028 337 41,929 2,277 31,400 27 

H27年度 47 29 53,118 392 50,025 2,141 26,795 35 

H28年度 45 28 51,636 510 48,516 2,089 25,686 11 

 
 

４月 45 28 3,428 533 3,268 2,075 1,594 1 

 ５月 45 28 3,793 540 3,628 2,133 1,701 0 

 ６月 45 28 4,351 572 4,180 2,110 2,000 1 

 ７月 45 28 4,542 574 4,380 2,105 1,732 1 

 ８月 45 28 4,573 563 4,362 2,082 2,140 1 

H29年度   20,686   19,818   9,167 4 

前年度 

4～8月比 
  89.1%   91.7%   79.1% 80.0% 

1）商先業者数、国内市場取組高、国内取引を行う社の外務員数は年度末現在、これ以外は年度累計の値である。 

2）商先業者は、商品先物取引法施行(H23.1.1)まで商品取引員とされ、国内市場取引のみが規制の対象であった。 

3）年度末日（月末日）に廃業した会社に係る外務員数は数値に含めているが、商先業者数からは除いている。 

4）平成 23年 1月以降の手数料収入には外国商品市場及び店頭商品の収入が含まれている可能性がある。 

出典：商先業者数、商先業者国内市場売買枚数、外務員数、手数料収入及び苦情･紛争仲介直接申出は当協会調べ 

国内市場売買枚数は日本商品清算機構「出来高速報」、国内市場取組高は平成 19 年度まで全国商品取引所

連合会編「商品取引所年報」等（各月央値）、20年度以降は各商品取引所（月末値） 

本会が各種資料をもとに作成しました。詳細なデータは下記の出典をご覧ください。 
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２．店頭商品ＣＦＤ取引の状況 

 

⑴ 2017（平成 29）年度 月末証拠金等残高と口座数 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
証拠金（百万円）

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000
口座数

証拠金等残高

口座数

証拠金等残高 5,272 5,468 5,436 5,711 5,715

口座数 5,370 5,348 5,593 5,478 5,421

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

 

⑵ 2017（平成 29）年度 月間取引件数 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000

14,000,000

15,000,000

16,000,000

17,000,000

18,000,000

19,000,000
(件)

合計

エネルギー

貴金属

農産物

合計 9,427,025 13,047,024 11,989,197 17,394,914 15,317,600

エネルギー 4,317,112 10,601,064 6,919,332 10,675,481 8,891,208

貴金属 4,586,059 1,739,245 3,001,303 4,302,033 5,195,712

農産物 523,854 706,715 2,068,562 2,417,400 1,230,680

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

本会では規則に基づき毎月会員から店頭商品デリバティブ取引に係る業務報告を受けて

おります。ここでは、その報告をもとに平成 29年 4月から 8月までの統計を掲載しました。 

詳細なデータは本会 Webサイトの資料・統計「店頭商品 CFD取引の統計」をご覧ください。 

https://www.nisshokyo.or.jp/app/public/cfd/summary/list
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⑶ 2017（平成 29）年度 月間取引金額 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000
(百万円)

合計

エネルギー

貴金属

農産物

合計 368,618 422,341 374,293 400,849 393,173

エネルギー 212,712 294,763 267,292 285,228 248,325

貴金属 144,652 97,068 89,761 75,944 110,357

農産物 11,252 30,508 17,240 39,675 34,490

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

 

⑷ 2017（平成 29）年度 月末建玉残高 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（百万円）

合計

エネルギー

貴金属

農産物

合計 26,558 26,548 27,736 28,957 29,714

エネルギー 10,047 9,736 11,052 11,750 11,851

貴金属 13,592 14,044 14,657 15,650 16,222

農産物 2,918 2,766 2,025 1,556 1,640

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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３．平成 29年度上半期の相談状況及び苦情・紛争処理状況 

 

 

○ 総括表                                （単位：件） 

 
平成 29年度 

上半期 
平成 28度 
下半期 

平成 28年度 
上半期 

相談（問い合わせ）件数 153 155 170 

苦情件数 4 2 4 

紛争仲介件数 8 3 5 

内
訳 

苦情から紛争仲介に移行したもの （1） （2） （1） 

紛争仲介に直接申出されたもの （7） （1） （4） 

 

⑴ 相談（問い合わせ）                     （単位：件） 

平成 29年度上半期 
合計 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 

17 27 35 21 23 30 153 

① 受付件数 

相談受付件数は 153件で、月間平均件数は 25.5件でした。平成 28年度上半期（170件）

からは 17件の減少、平成 28年度下半期（155件）からは 2件の減少となりました。 

② 相談内容 

内容別にみると、「損金を取り戻せるか否かに関するもの」が 25 件で最も多く、次いで

「商品先物取引の仕組み、制度に関するもの」が 11 件、「日商協の対応に関するもの（苦

情・紛争仲介の手続き等）」が 9件、「勧誘に関するもの」が 7件、「返還に関するもの」「イ

ンターネット取引に関するもの」「無許可・無登録業者に関するもの」がそれぞれ 5件と続

いています。 

 

⑵ 苦情                            （単位：件） 

平成 29年度上半期 
合計 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 

1 0 0 0 1 2 4 

① 受付件数 

苦情受付件数は 4件で、平成 28年度上半期（4件）と同数となり、月間平均件数が 1件

に満たない状況が 3期続いています。（平成 28年度下半期は 2件） 

 

本会の相談センターでは、平日の午前 9時から午後 5時までの間、商品デリバティブ取引に

関するお客様からのご相談に応じるとともに、苦情及び紛争の解決に努めています。 

ここでは、平成 29年度上半期（4月から 9月まで）に相談センターで取り扱った「相談（問

い合わせ）」、「苦情」、「紛争仲介」の受付状況等を集計しました。 

詳細な月次、年次のデータは本会 Webサイトの資料・統計「相談センターの業務状況」をご

覧ください。 

https://www.nisshokyo.or.jp/material/s_center.html


 

THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN 

- 27 - 

② 申出事由 

申出事由類型別にみると、「一任売買類型」が 1件、残りの 3件が商品取引契約の締結に

係る勧誘と個々の取引の勧誘の双方を含む「不当勧誘類型」でした。この不当勧誘類型の

内訳は 2件が「断定的判断の提供」、1件が「その他」でした。 

 

⑶ 紛争仲介                   （単位：件） 

 
平成29年度 

上半期 
平成 28年度 

上半期 

申出件数 8 5 

前年度（3月末時点）係属件数 3 7 

終結件数 

 （解決） 

 （打切り） 

 （取下げ） 

4 

（3） 

（1） 

（0） 

8 

（4） 

（4） 

（0） 

9月末時点係属件数 7 4 

① 紛争仲介の申出件数 

紛争事案の申出件数は 8件で、平成 28年度上半期（5件）より 3件の増加となりました。 

② 処理状況 

終結件数は 4件で、このうち解決が 3件、打切りが 1件となりました。 

この結果、平成 29年 9月末現在の係属件数は 7件となりました。（平成 28年度 9月末現

在の係属件数は 4件でした。） 

 

⑷ 苦情等（苦情と紛争仲介に直接申出されたものの合計）     （単位：件） 

平成 29年度上半期 
合計 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 

1 0 1 1 1 7 11 

① 受付件数 

苦情等（苦情と紛争仲介に直接申出されたものの合計）の受付件数は 11件で、月間平均

件数は 1.8件でした。平成 28年度上半期（8件）より 3件の増加となりました。 

② 申出事由 

申出事由類型別にみると、「不当勧誘類型」が 9件で最も多く、次いで「一任売買類型」

と「過当売買類型」がそれぞれ 1件でした。 

 

文責：原田 
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４．登録外務員数の推移 

 

平成 21年度まで                                     （単位：人） 

 前年度末外務員数 新規登録者数 登録更新者数 登録抹消者数 当年度末外務員数 

平成 15 年度 14,773 5,619 2,487 5,498 14,894 

平成 16 年度 14,894 4,872 2,473 5,155 14,611 

平成 17 年度 14,611 4,271 729 6,827 12,055 

平成 18 年度 12,055 2,695 545 5,072 9,678 

平成 19 年度 9,678 1,668 457 4,420 6,926 

平成 20 年度 6,926 980 287 3,105 4,801 

平成 21 年度 4,801 715 887 2,005 3,511 

 

平成 22～28年度                                     （単位：人） 

 前年度末外務員数 新規登録者数 登録更新者数 登録抹消者数 当年度末外務員数 

  
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 

平成 22 年度 

 

3,511 

 

3,511 0 314 301 0 603 603 0 1,024 1,024 0 2,801 2,788 0 

平成 23 年度 2,801 2,788 0 28,208 388 308 218 218 0 1,932 767 36 29,077 2,409 272 

平成 24 年度 29,077 2,409 272 4,173 403 51 173 173 0 2,637 471 129 30,613 2,314 194 

平成 25 年度 30,613 2,314 194 3,306 388 20 193 191 0 2,802 410 33 31,117 2,308 181 

平成 26 年度 31,117 2,308 181 2,673 344 38 200 200 0 1,987 375 32 31,803 2,277 187 

平成 27 年度 31,803 2,277 187 2,911 280 40 472 471 0 2,249 416 59 32,465 2,141 168 

平成 28 年度 32,465 2,141 168 2,912 306 20 372 370 0 2,526 358 51 32,851 2,089 137 

※ 平成 23 年 1 月 1 日に商品先物取引法が施行されたことにより、従来の国内商品市場取引に加え、外国商品市場取引と店頭商品デリバティブ

取引を行う事業者が会員となったため、統計の連続性を考慮して国内商品市場取引を行う会員の外務員数を内訳表記した。 

 

平成 29年度                                       （単位：人） 

 前月末外務員数 新規登録者数 登録更新者数 登録抹消者数 当月末外務員数 

  
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲

介業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 
合計 

うち国内

商品市場 

うち仲介

業者 

４月 32,851 2,089 137 142 39 3 2,624 4 0 10,294 53 2 22,699 2,075 138 

５月 22,699 2,075 138 245 86 1 6,740 12 0 250 28 4 22,694 2,133 135 

６月 22,694 2,133 135 341 35 13 1,466 115 0 293 58 4 22,742 2,110 144 

７月 22,742 2,110 144 99 31 0 75 10 0 328 36 17 22,513 2,105 127 

８月 22,513 2,105 127 612 21 4 115 9 0 129 44 7 22,996 2,082 124 

９月 22,996 2,082 124 202 24 1 119 4 59 133 35 13 23,065 2,071 112 

※ 「うち国内商品市場」の外務員数については、既に会員であって国内商品市場取引に業務を拡大、或いは国内商品市場取引から撤退すること

があるため、新規登録者数と登録抹消者数との差異が当月末外務員数と整合しない場合もあります。 

本会では商品先物取引法に基づき外務員の登録事務を行っております。４．～６．では、登

録外務員に係るそれぞれの統計を掲載しました。 

詳細なデータは本会 Webサイトの資料・統計「登録外務員数の推移」をご覧ください。 

https://www.nisshokyo.or.jp/material/gaimuin.html
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５．商品先物取引業者の登録外務員数規模別一覧 

※平成 29 年 9 月 30 日現在                              （単位：社） 

外務員数 会員数 うち国内商品市場を行う会員数 

  10,000 名以上 1 0 

5,000 名以上 10,000 名未満  1 0 

1,000 名以上 5,000 名未満  1 0 

500 名以上 1,000 名未満   0 0 

450 名以上  500 名未満   0 0 

400 名以上  450 名未満   0 0 

350 名以上  400 名未満   0 0 

300 名以上  350 名未満   0 0 

250 名以上  300 名未満   1 0 

200 名以上  250 名未満  3 2 

150 名以上  200 名未満   1 1 

100 名以上  150 名未満   6 6 

50 名以上  100 名未満   6 5 

25 名以上   50 名未満   7 5 

10 名以上   25 名未満    10 7 

10 名未満 8 2 

合 計 45 28 

外務員総数(名) 22,953 2,071 

注）登録外務員数 1,000 名以上の 3 社はいずれも銀行である。 

  銀行関係（5 社）の外務員数は 20,699 名であり、全体の 90.2％となっている。 

 

６．商品先物取引仲介業者の登録外務員数規模別一覧 

※平成 29 年 9 月 30 日現在                              （単位：社） 

10 名以上   1（103 名） 

10 名未満   2 

合 計   3 

外務員総数(名)  112 
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７．国内商品市場取引に関する統計・資料等について（リンク先） 

 
国内商品市場取引に関する統計・資料などの情報につきましては、次の商品取引所及び関係

団体のホームページをご覧ください。 
 
⑴ 相場情報、ヒストリカルデータ 

㈱東京商品取引所（「相場情報」または「ヒストリカルデータ」）  http://www.tocom.or.jp/jp/ 

大阪堂島商品取引所（「相場情報」）  http://www.ode.or.jp/ 

 
⑵ 統計データ 

日本商品先物振興協会  業界統計データ   http://www.jcfia.gr.jp/study/data1.html 

㈱日本商品清算機構  統計資料等（出来高速報等）  http://www.jcch.co.jp/b/b08.html 

日本商品委託者保護基金 委託者資産保全措置の状況   http://www.hogokikin.or.jp/hozensochi.htm 

 
⑶ （一般向け）先物取引、オプション取引の解説 

  商品先物市場の基本的な事項、概要等に関する紹介サイト 
㈱東京商品取引所（先物・オプション入門）  

http://www.tocom.or.jp/jp/guide/nyumon/index.html 
大阪堂島商品取引所（「商品先物取引ガイド」） http://www.ode.or.jp/ 
日本商品先物振興協会（取引をなさる方へ）  http://www.jcfia.gr.jp/index.html#1 

〃     （産業界の皆様へ）   http://www.jcfia.gr.jp/index.html#6 

 

http://www.tocom.or.jp/jp/
http://www.ode.or.jp/
http://www.jcfia.gr.jp/study/data1.html
http://www.jcch.co.jp/b/b08.html
http://www.hogokikin.or.jp/hozensochi.htm
http://www.tocom.or.jp/jp/guide/nyumon/index.html
http://www.ode.or.jp/
http://www.jcfia.gr.jp/index.html#1
http://www.jcfia.gr.jp/index.html#6
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